
◎消費者契約法の一部を改正する法律 
（平成二八年六月三日法律第六一号）   

一、提案理由（平成二八年四月二七日・衆議院消費者問題に関する特別委員会） 

○河野国務大臣 ただいま議題となりました特定商取引に関する法律の一部を改正する

法律案及び消費者契約法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び概要

を御説明申し上げます。 

……………（略）…………… 

続きまして、消費者契約法の一部を改正する法律案につきまして、その提案理由及び

概要を御説明申し上げます。 

近年、高齢化の進展を初めとした社会経済情勢の変化等により、ひとり暮らしの高齢

者に対し、過量な商品等を店舗で購入させる事案など、高齢者の消費者被害が増加して

おります。こうした事案の中には、現行法では十分な被害救済を図ることが難しいもの

もあります。また、平成十三年に施行された消費者契約法についての裁判例や消費生活

相談事例が蓄積しており、その傾向等も踏まえ、適切な措置を講ずる必要があります。 

こうした状況を踏まえ、消費者の利益の擁護を図るため、取り消しの対象となる消費

者契約の範囲を拡大するとともに、無効とする消費者契約の条項を追加する等の措置を

講ずることとするため、この法律案を提出した次第です。 

次に、この法律案の内容につきまして、その概要を御説明申し上げます。 

第一に、消費者契約の締結過程に係る規律として、消費者は、事業者が消費者契約の

締結について勧誘をするに際し、過量な内容の消費者契約であることを知っていた場合

において、その勧誘により当該消費者契約の申し込みまたは承諾の意思表示をした場合

は、これを取り消すことができることとしています。また、消費者契約法の規定による

取り消し権の行使期間については、追認をすることができるときから六カ月間行わない

ときは時効によって消滅するとされているところ、当該期間を一年間に伸長することと

しています。 

第二に、消費者契約の条項に係る規律として、事業者の債務不履行により生じた消費

者の解除権を放棄させる条項を無効とすることとしています。 

このほか、所要の改正を行うこととするとともに、一部の附則規定等を除き、公布の

日から起算して一年を経過した日から施行することとしています。 

以上が、これら二法律案の提案理由及び概要であります。 

何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同いただきますようお願い申し上げます。 

二、衆議院消費者問題に関する特別委員長報告（平成二八年五月一〇日） 

（特定商取引に関する法律の一部を改正する法律（平二八法六〇）の委員長報告と一 

括して掲載） 

○附帯決議（平成二八年四月二八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 



一 本改正の内容を始めとする消費者契約法の内容について、消費者委員会消費者契約

法専門調査会報告書が解釈の明確化等を図るべきとした点も併せて、消費者、事業

者、各種の裁判外紛争処理機関、都道府県及び市区町村における消費者行政担当者等

に十分周知すること。 

二 情報通信技術の発達や高齢化の進展を始めとした社会経済状況の変化に鑑み、消費

者委員会消費者契約法専門調査会において今後の検討課題とされた、「勧誘」要件の

在り方、不利益事実の不告知、困惑類型の追加、「平均的な損害の額」の立証責任、

条項使用者不利の原則、不当条項の類型の追加その他の事項につき、引き続き、消費

者契約に係る裁判例や消費生活相談事例等の更なる調査・分析、検討を行い、その結

果を踏まえ、本法成立後三年以内に必要な措置を講ずること。 

三 消費者契約法の定める民事ルールによる消費者被害の防止及び救済の実効性を確保

するため、適格消費者団体による差止請求権の拡充及び消費者の財産的被害の集団的

な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律の円滑な施行と実効的な運用並び

にこれらの制度の担い手である適格消費者団体及び特定適格消費者団体に対する財政

面及び全国消費生活情報ネットワーク・システム（ＰＩＯ―ＮＥＴ）の配備等の情報

面における支援、その他適切な施策を実施すること。 

四 消費者被害の迅速かつ適切な解決を図る観点から、国民生活センター、都道府県及

び市区町村における消費生活相談・あっせん体制を充実・強化するため、消費者行政

担当者及び消費生活相談員に対する十分な研修体制の構築、消費生活相談員の処遇の

改善等による人材の確保、その他必要な施策を実施すること。 

三、参議院地方・消費者問題に関する特別委員長報告（平成二八年五月二五日） 

○熊谷大君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、地方・消費者問題に関

する特別委員会における審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

……………（略）…………… 

次に、消費者契約法の一部を改正する法律案は、高齢化の進展を始めとした社会経済

情勢の変化等に対応して、消費者の利益の擁護を図るため、無効とする消費者契約の条

項の類型を追加するとともに、取消し権の行使期間を伸長する等の措置を講じようとす

るものであります。 

委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、悪質事業者への法執行の強化、

法の解釈の周知徹底、実態を踏まえた勧誘規制強化の必要性、消費者庁等の徳島県への

移転等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

質疑を終了し、順次採決の結果、両法律案はいずれも全会一致をもって原案どおり可

決すべきものと決定いたしました。 

なお、両法律案に対しそれぞれ附帯決議を行いました。 

以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成二八年五月二〇日） 



 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一、本法及び消費者契約法の内容について、具体的にどのようなものが取消や無効の対

象となるのか、法律の専門的な知識がない者にとっても理解しやすいよう、消費生活

相談事例や事業者の実務実態を踏まえた上で、逐条解説等において丁寧に解釈の明確

化を図るとともに、消費者、事業者、地方公共団体における消費者行政担当者及び消

費生活相談員並びに各種の裁判外紛争処理機関等に十分周知し、消費者や事業者の混

乱を招かないようにすること。 

二、消費者被害を防止することにより、被害で失われたであろう金額が正当な消費に向

かうことが健全な内需拡大に資することに鑑み、消費者委員会消費者契約法専門調査

会報告書において、今後の検討課題とされた論点については、消費者契約に係る裁判

例、消費生活相談事例、様々な業界における事業者の実務実態等の調査・分析に基づ

き、健全な事業活動に支障を来すことのないよう配慮しつつ、消費者の安全・安心に

寄り添って検討を行い、国会における審議も踏まえて、本法成立後遅くとも三年以内

に必要な措置を講ずること。 

三、消費者契約法の定める民事ルールによる消費者被害の防止及び救済の実効性を確保

するため、適格消費者団体による差止請求権の拡充及び消費者の財産的被害の集団的

な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律の円滑な施行と実効的な運用に向

けた施策を実施するとともに、これらの制度の担い手である適格消費者団体及び特定

適格消費者団体に対する財政面の支援及び全国消費生活情報ネットワーク・システム

（ＰＩＯ―ＮＥＴ）の配備等による情報面の支援その他適切な支援を行うこと。 

四、消費者被害の迅速かつ適切な解決を図る観点から、国民生活センター及び地方公共

団体における消費生活相談・あっせん体制を充実・強化するため、消費者行政担当者

及び消費生活相談員に対する十分な研修体制の構築、消費生活相談員の処遇の改善等

による人材の確保、その他必要な施策を実施すること。また、消費者庁、消費者委員

会及び国民生活センターの徳島県への移転については、本法等消費者庁所管の法令の

運用に重大な影響を与えかねないため、慎重に検討すること。 

  右決議する。 


